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はじめに 
 本稿の研究は、民主政移行時の初期条件が体制移行のコスト、民主政の
成熟化に影響を与えるという仮説1 にもとづき出発した。唐は、民主政移
行のコストが低い場合を軟着陸と形容し、南欧 3国や台湾と共に韓国を軟
着陸の代表例として挙げている2。確かに韓国の民主政移行が比較的スムー
ズに行き、民主政が定着したと考えてよいであろう。1987年 6月民主化抗
争、盧泰愚の6・29民主化宣言により大統領直接選挙制が実現し、その後、
５年単期の大統領制が続いているが、これまでに二回の与野党政権交代を
経験している。政権交代後に前政権（前大統領）と新政権（新大統領）と
の間に、多少の摩擦はあったが、国民はこの政権交替を冷静に受容してい
る。韓国の政権交代は、民主化以前にあって、学生革命、クーデター、大
統領暗殺といった政治的混乱状況を伴って繰り返された。このことを想起
すれば、韓国の民主政は定着したと評価することができよう。 
もちろん民主化以後の韓国の民主主義について、民主主義の内実を問う
議論が展開されている。とくに民主化後、20年を迎えた2007年前後、雑誌
において民主化20年の評価をめぐる特集が組まれたのをはじめ、多数の研
究論考が発表された3。「韓国の民主政の定着」については、こうした議論
                                                     
1 唐亮「初期条件と体制移行のパターン」（科学研究費補助金による基盤研究Ａ「体
制移行の比較研究：初期条件・移行のコスト・民主政の成熟度」における報告書
論文、未公刊）、1ページ。 
2 同上、4ページ。 
3 あまり多数に登り、ここで一々紹介できないが、平田文夫「盧武鉉政権の挫折と
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の中で問われている「実質的な民主主義の実現」（その意味する内容をど
う捉えるかについては、また議論の分かれるところであろう）とする考え
方も当然ありうる。しかし、本稿でいう「民主政の定着」は、手続き的な
民主主義＝制度的な民主主義が長期間、安定している状態を指すとして議
論を進めたい。具体的には本文でも述べた通りだが、韓国では民主化以後、
20年以上、相対立する政党、候補者が選挙で競争し、選挙結果により政権
交代が行われてきた。一言で言えば、競争的な選挙による政権の平和的な
交代が継続しているのである。これをもって「民主政の定着」と本稿では
考えることにする。 
 さてところで、韓国民主政移行の初期条件を考察していこうと思うのだ
が、初期条件は民主政への移行＝民主化の条件と、民主化後の民主政の定
着の条件とに分けて考えることができる。本稿はこのうち前者の「民主化
の条件」を考察した。「民主政定着の条件」については、今後の課題とし
たい。より具体的には、「韓国の1987年における民主化の条件」を考察す
るものであるが、本稿は、実証研究ではなく、既存研究の論点を考察し、
それを筆者なりに再整理しようとしたものである。 
 
１ 課題へのアプローチの仕方－1980年と1987年の比較－ 
 韓国における民主化実現と民主政定着の諸条件を考える時、何故、それ
が1987年に可能であったのかということが一つ重要なポイントになると思
われる。というのは、1987年以前にも、すぐ後で述べるように韓国は民主
化を経験したが、それは安定的な民主政に定着しなかったからである。韓
国では1960年 4月、初代大統領李承晩の不正選挙を不当だとして学生たち
が立ち上がった。この学生運動はついに李承晩独裁政権を倒した。4・19
                                                                                                             
民主勢力内におけるその総括」（横浜市立大学大学院『国際文化研究紀要』第16
号、2009年12月）および同「盧武鉉政権の破綻と進歩主義の危機」（『現代韓国朝
鮮研究』第10号、2010年11月）が、とくに崔章集、金東椿など韓国の代表的な進
歩主義の議論を紹介しているので参照されたい。 
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学生革命の成就であり、こうして民主政の機会が到来した。学生革命後、
李承晩政権の独裁体制を可能とした大統領権限を制限する一方、首相権限
を強めて、議会による民主的コントロールをめざし、議院内閣制を謳った
憲法改正が行われた。この新憲法下で張勉政権が成立したが、一年後、朴
正煕の軍事クーデターによって、張勉政権はあえなく崩壊した。こうして
民主政は定着しなかった。朴正煕は民政移管を約束したが、結局は、自ら
が軍服を脱いで大統領に出馬し、その後、政権をけっして譲ろうとはしな
かった4。それでも朴正煕政権の前半期は選挙によって政権交代が可能な制
度のもとにあった。三選禁止規定を改定して臨んだ1971年の大統領選挙で
朴正煕は、対立候補金大中の善戦に直面したが、ともかくも政権を維持し
た。もはやそれ以後に選挙での政権継続を望めなくなった朴正煕は永久執
権を可能とする「維新革命」を翌1972年10月に敢行し、いわゆる維新体制
を築いた。1971年の大統領選挙まで、朴正煕政権下で括弧付きとはいえ、
制度的には民主的な選挙がともかくも実施されていた。しかし、維新体制
はこれをも破壊し、鞏固な権威主義体制を築いたのである。 
この維新体制は、1979年10月、朴正煕大統領が腹心の部下である金載圭
中央情報部長により殺害されることで瓦解した。維新体制はそもそも朴正
煕の永久執権を第一義的な目的としたものであったから、彼の死と共に簡
単に崩れたのは当然とも言える。こうして再び韓国に民主化の好機が訪れ
                                                     
4 木村幹は彼の著書『民主化の韓国政治 朴正煕と野党政治家たち1961～1979』
（名古屋大学出版会、2008年）で、1987年の韓国の民主化の成功に言及した後、
それ以前のたびたびの「民主化」の好機を生かすことができなかったのは何故か
と、問うているが、この点は、本稿と同じ問題意識といってよいであろう。しか
し木村は、1963年の朴正煕の民政移管によって実現した第三共和国が、民主政移
行の可能性を持っていたにもかかわらず、結局は民主政の定着に失敗し、朴正煕
自身の維新クーデターによる維新体制（第四共和国）に帰結してしまったことを
課題にしている。ただ、この著書では1987年と比較して論ずるというのではなく、
もっぱら維新体制に至る第三共和国の政治動態について詳細な実証分析をしてい
る。 
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た。 韓国社会は維新体制後の新しい政治体制を模索し、そうした情況で
1980年初頭、「ソウルの春」と呼ばれた民主化運動の高揚期を迎えた。朴
正煕の軍事クーデター後、足かけ18年という長期の軍事政権のもとで政治
的・社会的自由を抑圧された市民は、朴正煕死後の民主政への移行に大き
な期待をかけたからである。しかし、1980年に民主化は実現しなかった。
全斗煥をリーダーとする新軍部が軍の権力を掌握し、1980年の民主化運動
を暴力的に鎮圧したからである。そのクライマックスが光州事件であった。
こうしてその後、民主化実現までさらに 7年の歳月を要したのである5。 
さて1987年の民主化、そしてその後の民主政の定着が何故可能であった
のかを考えていきたいのだが、本稿では、民主化の実現が1987年に成功し
た要因を考えていく。その際に、民主化の好機であった直近の1980年には
民主化が失敗し、1987年にはなぜ成功できたのか、という観点から、両時
期の諸状況を比較して見ていくことにする。そのことで1987年の民主化成
功の要因をより鮮明に明らかにすることができるであろう。 
 
２ 孫浩哲による1980年と1987年の比較研究 
まさにこうした問題設定での研究として西江大学教授孫浩哲の論考を挙
げることができる6。この論考を批判的に検討しながら、上述の課題を検討
していくことにしよう。孫は1987年の成功と1980年の失敗を規定した要因
を考察するために、①資本主義的土台、②市民社会の力関係、③運動主体
の戦略、④米国の役割と戦略という 4つの要因について比較分析するとい
う方法を採っている。 4つの要因については第 1表のようにより具体的な
内容から成っており、これら諸点について検討を試みている。まずは孫の
                                                     
5 李承晩から全斗煥に至る韓国権威主義体制の政治過程および民主化に至る政治
過程については、韓培浩（木宮正史・磯崎典世訳）『韓国政治のダイナミズム』（法
政大学出版局、2004年）を参照されたい。 
6 論考とは孫浩哲「韓国民主化実験比較研究－1980年の春と1987年を中心に－」
（『韓国政治研究』8・9、1997年 7月）である。 
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分析結果の要点を整理して述べておくことにしよう。 
 
第1 表 比較要因の枠組み 
 
比較要因 具体的分析の主要焦点 
資本蓄積の性格・水準 
実物経済の局面的状況 ①資本主義的土台 
資本主義の世界体制の規定力 
社会的支配階級の態度 
「中産層」の動向 ②市民社会内部の力関係 
民主運動の強弱の程度 
闘争目標（最大主義／最小主義） 
③運動主体の戦略 
闘争方式（最大主義／最小主義） 
米国の対第 3世界戦略 
④米国の戦略と役割 
韓国民主化での役割 
 
出所：孫浩哲「韓国民主化実験比較研究－1980年の春と1987年を中心に－」（『韓国
政治研究』8・9、1997年 7月）、30ページ。 
注：オリジナルの表では③と④の順が違うが、本文での叙述の順に修正した。 
 
第一は、資本主義的土台についてである。1979～1980年に韓国は、70年
代の重化学工業の過剰重複投資が第二次石油ショックと重なり、危機的な
不況下にあり、1980年の経済成長率は経済開発計画以降、はじめてのマイ
ナス成長を記録した。海外資本は朴正煕死後の政治的混乱を忌避し、海外
からの投資は停滞した。こうした経済的状況が、「中間諸階層の民主化運
動の不参加ないし政治的安定希求心理」を生み、また「軍部による民主化
勢力の封殺と『正常的投資』が可能な『安定回復』志向の構造的条件」と
なったと孫は主張する7。 
                                                     
7 孫浩哲前掲論文、33ページおよび34ページ。 
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これに対して1987年前後の状況は異なっていた。1986～1988年はいわゆ
る「三低景気」と呼ばれる堅調な高度成長を迎えた8。この状況は、「経済
的沈滞を憂慮する中間階層の保守化傾向をある程度遮断」すると共に、「経
済成長の果実の恩恵にあずかれない不満が中間層のデモ参加」をもたらし
たと孫は述べる9。 
 第二に、市民社会内部の力関係についてである。孫は、市民社会と民主
化の関係について、たんに市民社会の成長自体が重要なのではなく、「市
民社会の民主化勢力と反民主的な支配階級勢力間の力関係」が民主化の成
敗を左右するとまず主張する10。具体的には、民衆運動の力と中間層の政
治的態度とその力ということに注目して議論を進めている。1980年の春に
ついて、彼は根本的問題が「民衆運動の脆弱性」にあったと結論する11。
1979～80年のYH事件、釜馬抗争、舎北鉱夫抗争などは、維新体制を揺るが
した爆発的な運動形態を取ったが、未だ力弱く、また労働運動は組合主義
的で経済闘争の域を出なかったと述べる。そして何よりも前述の経済危機
状況を背景として中間階層は保守的態度に終始したため、1980年の春、学
生の民主化運動は、広範な中間階層の支持と参加を得られなかったと、孫
は強調している12。 
 一方、1987年の様相は大きく異なった。1980年代前半に民衆運動の組織
化が、各分野で進んだ13。80年の民主化の敗北、とくに光州事件の集団的
                                                     
8 「三低景気」とは、石油価格の低下、金利の低下、ウォン貨の低下という三つ
の国際経済的諸条件によって韓国経済が好況局面に転換したことから、そう呼ば
れるようになった。 
9 孫浩哲前掲論文、36ページ。 
10 同上、36ページ。 
11 同上、37ページ。 
12 同上、37～38ページ。 
13 孫浩哲によれば、83年から86年までに至る期間、組織された民衆運動団体とし
て、民青連、解職教授協議会、韓国労働者福祉協議会、民族文化運動協議会、民
衆民主運動協議会、民主統一国民会議、全国民主化闘争学生連盟、自由実践文人
協議会、民主統一民衆運動連合、民衆仏教運動連合、民統連ソウル支部、ソウル
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記憶が、民衆運動に結集した学生、労働者、市民の変革志向的意識の原動
力となっていた。1987年 6月抗争の局面では、こうした民衆運動の組織化
の進展を基盤として民主憲法争取国民運動本部が大衆運動を成功裏に導い
た。そして80年には傍観した中間階層の相当部分、ネクタイ族といわれる
ホワイトカラーの事務職労働者たちが、街頭闘争に大挙参加した。反独裁
の雰囲気が社会的に拡散していたことが、その背景にある。この点で重要
な契機になるのが、朴鐘哲拷問致死事件およびその事件の隠蔽工作の発覚
である。警察官による学生運動家の拉致と拷問、さらに拷問による死を隠
蔽しようとした事実が暴露されることによって、軍事独裁政権の道徳性に
対する憤りが広く国民の間で共有されていった14。こうして中間階層の民
主化運動への合流が、「支配ブロック全体の急速な孤立」をもたらし、つい
に民主化宣言をもたらしたと孫は分析している15。 
 第三は、運動主体の戦略についてである。これについて孫は、闘争目標
と闘争方式に分けて、どのような戦略で闘争したかを分析している。すな
わち、闘争目標における最大主義と最小主義、闘争方式における最大主義
と最小主義のどのような組み合わせの闘争であったかということを検討し
ている。1980年の考察にあって、孫は戦略的選択理論の主張を取り上げて
批判する16。すなわち戦略的選択論者は1980年の失敗を民主化勢力内部で
                                                                                                             
労働運動連合、民主化実践家族運動協議会、仁川地域労働者連盟、民主教育実践
協議会、韓国出版文化運動協議会などを挙げている（孫浩哲前掲論文、38ページ
の注 2）。 
14 ユウ・シチュン『 6月民主化抗争』（民主化運動記念事業会、2003年、24～30
ページ）。 
15 孫浩哲は、しかし、市民社会の一部には、相変わらず独裁政権を支持する経済
関係諸団体、軍人関係諸団体などが存在していたこと、また中間階層も両面的態
度があって、6月民主抗争に引き続く、7～8月労働者大闘争に対しては保守的態度
に急変したことに留意している（孫浩哲前掲論文、39ページの注 4および40ペー
ジ）。 
16 戦略的選択理論について、木宮正史が以下のように簡潔に説明している。「民主
化への移行過程を、権威主義体制内部の強硬派、穏健派、反対運動勢力内部の穏
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漸進主義と行動主義とに分裂したことが原因だと考え、もし最小主義的闘
争方式で団結していたら成功していたと主張するが、それはありえなかっ
たと孫は批判している17。その理由は、強硬派の新軍部が、12・12事態に
よって、維新体制の解体と文民政府への政権委譲を支持する穏健派の軍部
首脳を排除し、軍をすでに掌握していたからだという。もはや民主化勢力
と妥協すべき軍部穏健派はそもそも存在しなかったというのである。この
ように認識する孫は、1980年の春の失敗は、戦略的選択論者の主張とは逆
に、むしろ最大主義的闘争方式を採らなかったことにあるとする18。 
 これに対して1987年 6月抗争についても戦略的選択論を批判する形で孫
は議論を進めている。戦略的選択論者が、1987年の成功は、1980年と違っ
て、民主化勢力が最小主義的立場で団結したからだとするが、ここで言う
最小主義が何を意味するかをまず問題にする。戦略的選択論者の言う最小
                                                                                                             
健派、急進派という四者間の『政治力学ゲーム』として分析し、(1)権威主義体制
内部において、穏健派と強硬派との亀裂が顕在化し、前者が後者から独立した政
治的基盤をもつこと、(2)反対運動勢力内部の穏健派が急進派をコントロールして、
妥協に向けた一致した行動を取ることができること、以上の二つの条件が充足さ
れる」（木宮正史「韓国の民主化運動－民主化への移行過程との関連を中心にし
て－」、坂本義和編『世界政治の構造変動4 市民運動』、1995年、184ページ）こ
とによって民主化が成功裏に実現するとの説明である。 
17 孫浩哲前掲論文、41ページ。 
18 孫浩哲前掲論文、42ページ。ただし、最大主義的闘争方式が成功を保障するも
のでないことを孫も認めている。あくまでも仮定の話なのであるが、最小主義的
闘争方針よりも勝利の確率は高かったと次のように述べる。「学生を中心とした
民衆運動の場合、5・15ソウル駅『回軍』が決定的誤謬であった。もちろん民主化
勢力が当時、回軍でなく、正面勝負を選んだとしたならば、軍部との衝突が不可
避であったかもしれない。またその場合、それが民主化勢力の勝利も帰結すると
いう保証はない。しかし『5・18』が見せたように、運動主体の戦力とは無関係に、
当時の状況がどのみち正面対決となるほかなかったという事情を念頭に置くなら
ば、最小限、この場合、5・18よりは勝利の確率がずっと高かったであろうし、敗
北したとしてもその衝撃は5・18に比べ、比較することができないほど、大きかっ
たであろう点と、さらにその場合、5・18のように支配勢力が問題を特定地域の『地
域問題』として糊塗することは不可能であったであろうという点に注目しなけれ
ばならない」（孫浩哲前掲論文、43ページ） 
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主義とか最大主義というのは、1980年の場合には闘争方式についてであり、
1987年については闘争目標についてであるとし、彼らは闘争目標と闘争方
式を区別しないままで論じていると批判する。その上で孫は、闘争目標に
ついて言えば、1980年も1987年も目指すは、急進的な目標ではなく、制度
的な民主主義の実現という点で変わることはなく、最小主義的だったと述
べている。しかし、闘争方式で、1980年には最大主義と最小主義に分裂し
たが、1987年には最大主義で団結し、これが成功原因になったと主張する
のである19。この最大主義的闘争方式が当初は強硬姿勢に固執した支配勢
力を穏健派に変身させたと分析している。 
 第四は、米国の戦略と役割である。1987年では決定的瞬間に米国が軍動
員を抑制する圧力をかけ、これが民主化勢力へ有利に作用したというので
ある。逆に1980年の場合はこれとは反対の方向で米国の戦略が韓国の民主
化運動に影響を与えたとする。1980年、米国はカーター政権の最終年であっ
た。カーターは人権外交を掲げていたが、イラン革命、ニカラグア革命に
直面して見直しを余儀なくされる。1979年、米国は自らの利害を脅かす場
合には、軍事的対応も辞さないとする強硬な外交姿勢へ転じ、第三世界に
対する人権外交は後退し、「親米反共であれば独裁政権であろうとも支援
する」（カークペトリックドクトリン）という路線確立に至ったと孫は把
握している20。米国は、朴正煕死去後の韓国の政治的混乱を憂慮し、ニカ
ラグアの二の舞になることを恐れて、学生運動など民主化運動を危険視し
ていく。こうして光州事件における軍事的弾圧を容認していったのである。 
 その後、米国はレーガン政権に変わり、その二期目に入った1980年代後
半、米国の第三世界戦略は「民主化プロジェクト」と呼ばれるものに修正
された。韓国についていえば、それは光州事件を契機に1980年代以降、韓
国社会に高まる反米意識の高まりに直面したことへの対応であった。「民
                                                     
19 孫浩哲前掲論文、44ページ。 
20 孫浩哲前掲論文、47ページ。 
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主化プロジェクト」とは、体制危機にならない限りで民主化を進めるとい
う路線である。1987年 6月民主化抗争が激しさを増す中で、レーガンは特
使を派遣して、全斗煥に親書を送った。そして軍の事態介入を容認しない
旨のメッセージを表明して全斗煥政権を牽制したのである21。 
 以上のように、 4つの比較要因について1980年と1987年を比較検討して
みると、いずれにおいても対照的な様相を呈していたと言える。まさにこ
れらの要因の対照的な違いが、1980年の失敗と、1987年の成功を分けたと
理解することができる。孫は以上を総括して以下の第 2表を作成している。 
 
第 2表 比較要因の総括 
 
比較 
要因 具体分析の主要焦点 80年民主化実験 87年民主化実験 
資本蓄積の性格・水準 
低賃金、絶対労働時
間、民衆排除を特徴と
する従属的資本蓄積 
相対的剰余価値をもと
にした資本蓄積、相対的
従属緩和 
実物経済の局面的状況 「危機」局面 「 3低好況」の経済活況局面 
① 
資本主義の世界体制の規
定力 親軍部独裁 
軍部独裁に対する相対
的批判 
社会的支配階級の態度 権力親和的 権力親和的 
「中産層」の動向 運動に対する拒否 運動に参与 ② 
民衆運動の強弱の程度 脆弱 量的・質的成長 
闘争目標（最大主義／最
小主義） 最小主義の闘争目標 最小主義の闘争目標 ③ 闘争方式（最大主義／最
小主義） 最小主義の闘争方式 最大主義の闘争方式 
米国の対第三世界戦略 カークペトリックドクトリン 低強度戦略 ④ 
韓国民主化での役割 民主化阻止に寄与 移行への部分的寄与 
 
出所：孫浩哲「韓国民主化実験比較研究－1980年の春と1987年を中心に－」（『韓国
政治研究』8・9、1997年 7月）、52ページ。 
注：①～④は、第 1表に対応している。オリジナルの表では③と④の順が違うが、
本文での叙述の順に修正した。 
                                                     
21 孫浩哲前掲論文、49～51ページ。 
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３ 孫浩哲の論考に対するコメントと民主化実現の条件についての考察 
 以上までは孫浩哲の論考のいわば紹介である。この論考をコメントしつつ、
韓国における民主化実現の諸条件についてさらに深く考察していきたい。 
 
（１）理論的枠組み 
 第一に、理論的枠組みについてである。民主化実現を説明する理論とし
て戦略的選択理論と構造決定論の二つが代表的であろう22。上に紹介した
孫浩哲の議論は、基本的に構造決定論に立っていると捉えることができる。
孫が論考で戦略的選択論者の議論を批判していることはすでに触れた通り
である。しかし、ここで指摘したいことは、孫が戦略的選択論を全面的に
否定したとはいえないのではないかということである。それは1987年 6月
抗争の決定的局面に関わる部分での孫の議論に見られる。一言で言えば、
民主化勢力の最大主義的闘争方式が支配勢力内の強硬派を穏健派へと変化
させたという孫の分析である。この点についてこう述べている。「87年民
主化は、支配勢力の穏健派と反対勢力の穏健派の間の妥協によって達成さ
れたのではない。支配ブロックは穏健派と強硬派に分裂したのではなく、
全体的に強硬派の立場を固守し、反対勢力もやはり闘争方式で最大主義的
に（闘争目標では最小主義であったが）団結し、この両者が正面衝突する
過程で米国の民主化支持まで重なり、力関係が反対勢力に優位となるに
従って反対勢力が支配ブロックを穏健派へと変身させた結果である。すな
わち87年春の新軍部の戦略的選択は、はじめから妥協による民主化ではな
かった。彼らの一次的選択は、護憲宣言であり、6月抗争に対する対応と
いえる二次的選択は軍を動員した 6月20日を期した衛戍令発動であった。
しかしこのような選択は最後の瞬間に米国の圧力などによって軍動員の取
り消しと6・29宣言に続いたのである。結局、ここでも力関係が決定的であっ
                                                     
22 木宮正史によれば、戦略的選択理論として任爀伯、構造決定論としてブルース・
カミングスを代表的論者として挙げている（木宮正史、前掲論文、184ページ）。 
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たのである。」23 つまり戦略的選択理論が想定する ①支配勢力内部の強硬
派、②支配勢力内部の穏健派、③反対運動勢力内部の急進派、④反対運動
勢力内部の穏健派という図式を固定的に捉えるのではなく、運動主体の闘
争方式如何で政治行為者の戦略的選択が変化するという動態的視点を提起
しているのである。彼は反対運動勢力の穏健派と支配勢力の穏健派が妥協
したのではないと主張しているが、民主化実現の最終局面で政治行為者の
戦略的選択決定が重要であることまで否定しているとは思われない。民主
化の平和的な実現が、支配勢力内部の穏健派と反対運動勢力内部の穏健派
の妥協によってもたらされたのか、そうではなく孫が述べるように反対運
動勢力の最大主義的な闘争方針の前に支配勢力の強硬派が譲歩せざるを得
なくなって実現したのか、議論は分かれるとして、いずれにおいても政治
行為者の戦略的選択は依然として重要な要因である。しかし、この政治行
為者の戦略的選択が構造的要因と無関係に独立して決定されると想定する
ことは、そもそも現実にはありえない。戦略的選択理論と構造決定論は決
して相容れない議論ではない。ある意味で、孫の議論は戦略的選択理論を
構造決定論内に取り込んだ枠組みとも言えよう。 
この点に関連して木宮正史の議論が注目される。彼もまた民主化を説明
する戦略的選択理論と構造決定論を二者択一の議論と捉えるのではなく、
行為者の構造認識という分析水準を設定して、この二者を統合的に理解し
ようとしている24。木宮はこの二つの議論について、「一方で、韓国を取り
巻く構造的条件の変化、例えば、冷戦構造の変化や社会経済構造の変化、
階級構造の変化が、民主化への移行の直接的な原因として作用したわけで
はないと考える。しかし、他方で、そうした構造的条件とはまったく無関
係に民主化への移行過程を論じることも、不適切であると考える。」（木宮
正史、前掲論文、185ページ）と述べる。そして木宮は、1980年代の民主化
                                                     
23 孫浩哲前掲論文、44～45ページ。 
24 木宮正史、前掲論文。 
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運動の中で、これまで韓国で権威主義体制の正当化を可能とした論理25お
よび韓国の政治・社会を規定した冷戦構造に対する認識視座が相対化され
ることにより、もはやそれらの論理によっては韓国民主主義を制約するこ
とを許さない構造認識をもたらしたと主張するのである。 
さて孫浩哲の論考に戻るが、彼の挙げた四つの要因あるいは条件だが、
これらはけっして並列的で無関係にあるのではない。それぞれの「要因」
または「条件」がどう作用し合うのか、連関的、序列的に配列し直す必要
があろう。そうすることで、これを「民主化のメカニズム」として捉える
ことができるのではないだろうか。そのような観点と上述したコメントを
踏まえて、孫浩哲の議論を捉え直して図示すると以下のように描ける。 
 
 
                                                     
25 権威主義体制を正当化する論理として、第一に「南北対峙状況という準戦時体
制の下で、反共体制を維持し、政治的体制を確保するためには、ある程度の民主
主義、人権の犠牲はやむを得ない」(木宮正史、前掲論文187ページ)、第二に、韓
国のような後発国が経済発展を達成していくためには、ある段階までは、分配の
要求や自由の要求を抑制し、国家が上から強力に経済発展を達成していかなけれ
ばならない」 (同、187ページ) の二つを挙げる。木宮の指摘するこの二つの論理
は的確である。木宮は民主化運動が、そうした論理を「非正統化」(同187ページ) を
志向することによって認識視座が転換したとする。それは正しいのだが、この二
つの論理に関わる客観的実態の変化が1980年代に進行してきたことについては本
文で後述する。 
第1 図 孫浩哲の議論による民主化のメカニズムの枠組み
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 孫浩哲の議論では資本主義的土台がもっとも規定的な要因として作用し
ているように捉えられるので、図のようにこれを最下部に描いた。それは
マルクス主義派の理論家らしく、唯物史観の公式的な理解だと言える26。
しかし資本主義的土台が上部構造を規定するというのはかなり抽象度の高
い議論であり、実際に孫の議論においても第２表に示す「資本蓄積の性格・
水準」や「資本主義の世界体制の規定力」がどう「市民社会の力関係」、「運
動主体の戦略」、「米国の役割と戦略」を規定するのか具体的な関係は分か
りにくい。説明として有用な議論は、「実物経済の局面的状況」についてく
らいかと言える。すなわち1980年の危機局面→経済的回復や安定希求→中
間階層の民主化運動不参加、軍部の民主化運動鎮圧という脈絡での説明、
一方、1987年の経済活況局面→中間階層の保守化傾向を遮断→中間層の民
主化運動参加といった説明である。そうしたことを考えると、孫の「民主
化メカニズムの枠組」は修正が必要だろう。その場合、資本主義的土台を
「経済の発展水準と状況」と組み替えた方がよいだろう。その場合、この
要因は、他の要因と相互作用しあう関係のものとして位置づけられること
になろう。 
しかし「経済の発展水準と状況」が政治の諸アクターにどう作用するの
か、これは一義的ではない。「経済の発展水準」との関係でいえば、経済
発展が進めば進むほど中間階層の拡大・成長があることは比較的自然に考
えられるが、この増大した中間階層が果たしてどのような政治的スタンス
をとるのかは一義的ではない。韓国における中間階層については、後述す
る。また「経済の状況」についても不況ならば、中間階層が保守化し、好
況ならば進歩的になるとも一義的には言えない。「経済の発展水準と状況」
と「民主化」との関係は、さらに詰めなければならない課題だと言えよう。 
                                                     
26 京郷新聞特別取材チーム『民主化20年、知識人の死 知識人、彼らはどこに立っ
ているのか』（フマニスト、2008年）によれば、孫浩哲はマルクス主義派の論者と
して分類されている（同書、47ページ）。 
倉持 韓国の1987年における民主化の条件についての考察 
137 
（２）構造的決定論の一要因としての南北分断状況 
孫の議論について、第二のコメントは、構造的決定論の一要因として南
北分断状況を考慮に入れる必要があるということを提起したい。孫は、紹
介したように「資本主義的土台」、「市民社会の力関係」、「運動主体の戦略」、
「米国の役割と戦略」の四つの要因との関係で韓国の民主化の成否を分析
している。しかし、韓国の民主化を考える際に、「南北分断状況」を抜きに
することはできない。孫もそのことを無視しているとは思われないが、紹
介した議論においては明示的ではなかった。 
こうした提起をするのは、韓国で民主化を許さず、権威主義体制を維持
させた条件が何かを逆に考え、その条件が喪失していくことで、民主化の
条件が醸成されると考えられるからである。ところで、韓国の歴代の権威
主義政権が、実質的に民主主義的選挙を制限し、政治的自由を制限し、言
論を統制し、反政府活動を暴力的にでも抑圧してきた最大の理由は、南北
分断状況における北朝鮮の脅威ということであった27。 
植民地からの解放後、朝鮮半島の南北に分断国家が成立したが、南北は
いずれも朝鮮半島における唯一の正統な国家であることを主張した。そう
であるならば、両者は相手の存立を否定するほかないのである。南北は、
ふつうの国家間関係とは違って、根本的に両立し得ない関係として成立し
たのである。朝鮮戦争はこの矛盾を武力的に解決しようとした北朝鮮の試
みではじまった。朝鮮戦争中、一時は北朝鮮による武力統一が、また一時
は韓国による武力統一が達成される局面がなかったわけではない。しかし、
結局、武力統一は失敗に終わった。その後、武力統一は事実上、不可能に
なり、南北は相手を否定しながらも対峙し、存立し続けざるをえなくなっ
た。こうして朝鮮戦争後、南北間は熾烈な正統性競争を続けることになっ
                                                     
27 すでに指摘したように木宮正史もこの点に言及している。彼はここで述べる南
北分断状況＝北朝鮮の脅威と同時に、経済発展水準の低さ＝経済開発の必要も挙
げている。後者も重要なポイントだと考えるが、とりあえずここでは前者に焦点
を当てて論じていくことにする。 
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た。 
一方、国内に対してはこの競争に打ち勝つためにそれぞれが統制を強化
する必要があった。北朝鮮は朝鮮労働党による一党支配が実質的に行われ、
金日成が権力闘争を勝ち抜いて全体主義的な独裁体制を築いた。これに対
して韓国は、民主主義的政治制度をかたちとしては整え、多元的であった
ため、執権者は国内の反対勢力に悩まされた。それは対北朝鮮との関係で
韓国の弱点となった。そこで韓国も北との対決のために国内統制を強化し、
政治的自由を制限して権威主義体制を築いたのである。朝鮮戦争中、身を
もって共産主義の脅威を経験した多くの韓国民は、反共主義的権威主義政
権による民主主義の制限、人権抑圧もある程度、やむを得ないものとして
受け容れた。とりわけ、60～70年代、北朝鮮の攻勢があったとき、韓国民
は北朝鮮の脅威を現実的なものとして受けとめ、また政権はこれを喧伝し
て、権威主義体制の正当化に利用した28。韓国民の大半が、政府の北朝鮮
脅威論の宣伝を鵜呑みにし、これを現実的なものと認識している場合、権
威主義から民主主義への移行は困難となる。 
ところで韓国民の北朝鮮脅威の認識は、北朝鮮の対南工作＝実力行使の
事件に影響を受けることは確かであるが、より長期的・構造的な認識に影
響を与えるのは上で述べた南北間の正統性競争の帰趨である。南北の正統
性競争を整理すると 3つの次元で行われた。第一は、国家の理念とそれに
関わる諸点をめぐる競争である。第二は、国際社会における信任をめぐる
競争である。第三は、経済開発をめぐる競争である29。ここでその競争に
                                                     
28 1968年 1月の北朝鮮工作員による大統領官邸襲撃事件、同年11月の東海岸への
ゲリラ浸透事件、1974年 8月の大統領狙撃事件（文世光事件）、1976年 8月の板門
店ポプラ事件などが代表的なものである。さらに60年代末～70年代前半における
国際情勢も権威主義体制の強化に影響を与えた。ベトナム戦争での共産軍の優勢
とその勝利は、韓国がベトナム参戦していたこともあり、たんに対岸の火事と見
過ごすことのできない安全保障上の大きな不安を与えた。 
29 これについては、拙稿「韓国における歴史教科書論争：教科書フォーラムによ
る歴史教科書批判－その立論と民主化運動関連記述の考察」（『横浜市立大学論
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ついて詳しく述べる紙幅はないが、ほぼ時期的には以下のように推移して
きたと言える。1960代においては、いずれの次元においても韓国は劣勢で
あった30。また韓国自身がそのように意識していたように思われる。1970
年代に入って第三の経済開発の次元で韓国側は目覚ましい成果を上げつつ
あった。朴正煕政権下での輸出志向工業化、重化学工業化が推し進められ
たからである。恐らく1970年代前半に北朝鮮の経済力を凌駕するように
なったと考えられる。しかし意識として1970年代を通じて北に対して優位
に立ったという自覚はまだ確実なものではなかった。 
しかし、1980年代に入ると、第三の経済開発の次元で北朝鮮のみならず、
社会主義圏の経済状況が悪化したのだが、北朝鮮経済の困難な実情が知ら
れるようになった。対照的に韓国は1979～1980年の不況を乗り越えて、一
段階高度化した経済発展を実現し、1980年代後半には未曾有の高度成長（三
低好況）を迎えるのである。1980年代に入って南北間の経済発展の差は明
確になった。加えて第二の国際社会における信任でも1980年代、韓国の優
勢が決定的となる。1981年 9月、1988年オリンピックのソウル開催が決定
する。以後、韓国は東欧・ソ連、そして中国など社会主義圏に対する「北
方外交」を積極的に展開した。すでに達成した経済発展を基礎に、社会主
義圏への経済協力を呼びかけ、それは1980年代後半に実を結んでいく。民
主化以後の時期になるが、韓国は1990年 9月にソ連、1992年 8月に中国と
                                                                                                             
叢・人文科学系列』第61巻第 3号、2010年 3月）でも少し触れたので参照願いた
い（同論文、78～79ページ部分）。 
30 第一の次元については少し説明が必要だろう。これについて上の論考でも述べ
たが、韓国が劣勢であったというのは次のような意味である。①脱植民地化の不
徹底性、つまり韓国における「親日派」の清算の不徹底性、②主権国家としての
不完全さ、つまり在韓米軍の存在、③唯一の国家という点での一貫性の弱さ、つ
まりクロス承認など韓国が二つの政府を認めるかのような対応をする点、④国家
の統合という点での不安定さ、つまり韓国における反政府勢力の存在とこれに対
する抑圧などである。これらの点で韓国は、一部でいまだに弱点を抱えていると
も言える。 
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国交を樹立した。 
1980年代にも北朝鮮によるオリンピック妨害を目論んだと思われるテロ
工作事件がたびたびあった31。60～70年代と同様に、執権側はこれをもっ
て国民に北朝鮮の脅威を訴え、内部引き締めを図ろうとした。しかし1980
年代に入ると上述のような南北間競争での韓国優位の認識が拡散していく
ことで、国民の方は以前のように権威主義政権の主張を額面通り受け取ら
なくなっていく。またすでに紹介した木宮の論考のように、民主化運動勢
力が自覚的に政権による権威主義体制正当化論理を非正当化していった。
1987年民主化抗争時、これまで権威主義体制の維持を支えた南北分断状況
における「北朝鮮の脅威」という認識が相当に崩れていたのである。この
認識は口では「北朝鮮の脅威」を喧伝して、権威主義体制を正当化してき
た支配勢力内部にも共有されてきていたと思われる。そうであるが故に、
権威主義政権も「北朝鮮の脅威」を口実にした強硬策の無理を自覚し、強
硬策を抑制することに繋がったと考えられる。 
 
（３）中間階層論の評価－運動主体との関連で－ 
韓国の民主化の成功の大きな要因として、中間階層、とりわけ「ネクタ
イ族」と呼ばれた事務職サラリーマンのような都市中間層＝新中間層が多
数、民主化運動へ参加したことが挙げられる。孫の議論においても中間階
層の動向は民主化の成否の重要なポイントとして叙述されている。すなわ
ち1980年と1987年の中間階層の民主化運動に対する態度が、1980年では否
定的で傍観に終始したのに対して1987年は肯定的で自ら積極的に参加して
いったと対照的に描かれている。この両時期の差が何に由来するのかとい
えば、一つは経済発展水準の違いにより、1980年と1987年で中間層、とり
わけ新中間層の量的成長が違ったこと、またもう一つは、経済状況が1980
                                                     
31 1983年10月のラングーン事件、1986年 9月の金浦空港爆弾テロ事件、1987年11
月の大韓航空機爆破事件などが代表的である。 
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年不況、1987年好況という違いがあったことを指摘している。 
孫の論考は、中間階層の民主化運動に対する態度の背後にある政治意識
や価値観について論じていないが、1980～1987年の間に意識の変化があっ
たことが推察される。木宮は、ソウル大学社会科学研究所の国民意識調査
に依拠して、調査時の1979～1987年で政治発展にとって「人権や自由」を
重視すべきとする考えが倍近く増大し、逆に「国家安保強化」が重要だと
する意見は半減していること、とくに中間階層で人権尊重の考えが増大し
ていることを示している32。 
また金ソンスは、そうした意識変化に影響を与えた中間階層の政治文化
に注目する。伝統的な儒教文化においても慈悲深い政府、エリートの責任
意識、不正な政権に抵抗する権利のような考えがあり、これは民主主義の
理念と一致するものであるが、彼はここにキリスト教の影響が大きく加
わったことに注目する。キリスト教信仰の拡がりにより、自由、平等、人
権などの近代社会的価値が普及した。教会活動への参与を通じて人々は民
主的手続きを学び、教会もまた社会運動に関与し始めたと主張する33。確
かに1970年代～1980年代の経済開発の時期は、韓国におけるキリスト教の
急拡大の時期と重なる。1980年代半ば、キリスト教人口は全人口の約 4分
の 1に達し、都市部ではそれ以上となった34。ただキリスト教と民主化運動
との関係も一義的ではない。解放後、韓国のキリスト教は反共的であり、
政治的にも保守的性格が強かった。李承晩政権時には翼賛的存在ですら
あった。しかし朴正煕政権期以降、キリスト教の一部は民主化運動の先駆
的な担い手として登場してきた。維新体制期の反独裁・人権擁護運動の先
                                                     
32 木宮正史、前掲論文、208～209ページ参照。 
33 金ソンス「民主化移行過程での韓国中産層の役割：民主化運動参与動機につい
ての分析」（韓国国際政治学会『国際政治論叢』第43集1号、2003年 4月）、140～
141ページ参照。 
34 韓国のキリスト教発展の様相については、拙稿「韓国キリスト教の歴史と特質
についての考察」（『横浜市立大学論叢 人文科学系列』第58巻第 1／2合併号、
2007年 3月）を参照されたい。 
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頭に立つと共に、経済開発に伴って増大した労働者の権利拡大、労働条件
の改善のための地道な活動を支えた。1987年民主化運動でも民主憲法争取
国民運動本部に多くのキリスト教指導者が参加していた35。ただ1970年代
に比べると1980年代の社会運動におけるキリスト教の影響力は相対的に弱
まったと考えられる。1980年代のより確信的な学生運動家の間ではマルク
ス主義が浸透していき、彼らの運動はたんなる民主化運動ではなく、体制
変革運動をめざすものとして展開していった36。 
中間階層はこうした確信的な学生運動家とは思想的には距離を置いては
いたが、中間階層は量的に拡大し、その政治意識も変化していた。この大
量の中間階層が1987年の韓国民主化運動に参加したことが、民主化実現に
大きな役割を果たしたことは確かである。しかしここで問われるのは、そ
れがどの程度、民主化に重要性を持ち得たのか、極論すれば中間階層の民
主化運動参加は、民主化実現に決定的に重要な要因であったのか、という
ことである。 
これについて政治的な立場の違いで相対立する見方がある。保守主義（と
くにニューライト）では中間階層の役割を非常に重要視する37。彼らは、
解放後の韓国の政治経済的発展を肯定的に捉えるという立場をとってい
る。そういう立場から韓国の民主化は、つぎのような論理で説明されてい
る。建国時の自由民主主義と市場経済の制度確立→権威主義体制の下での
圧縮的経済発展→そのもとでの中間階層の成長→民主化の実現という脈絡
                                                     
35 キリスト教と民主化運動との関連については、さしあたり金明培『韓国プロテ
スタントの社会参与に現れた教会と国家の関係に関する研究－1960年から1987年
まで民主化運動と人権運動を中心に』（長老会神学大学大学院博士学位論文、2007
年）および民主化運動記念事業会『韓国キリスト教社会参与運動関連文献解題』
（民主化運動記念事業会、2003年）を参照されたい。 
36 韓国におけるマルクス主義については、平田文夫「民主化運動と韓国マルクス
主義」（『唯物論研究年誌』第15号、2010年10月）を参照されたい。 
37 ニューライトによる民主化の議論については、あくまでも教科書フォーラム関
連での議論であるが、拙稿前掲論文で取り上げたので、これを参照されたい。 
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である。彼らは権威主義体制が韓国では経済的発展のためには不可欠で
あったと考えており、権威主義政権下での民主主義の制限、人権抑圧もや
むを得ない必要悪であったと考える。そうした立場を反映してか、彼らの
民主化運動に対する評価は低い。民主化の実現は、民主化運動だけでは説
明できないとして、「自由と人権、民主主義と市場経済を核心的価値と規
定した制憲憲法の制定、上よりの農地改革、1950年代の教育革命、そして
1960年代以後の産業化と経済成長が今日のような民主主義の発展のための
堅固な礎を築いたのである。」38 といった建国以来の長期的な政治経済社会
的要因の重要性を主張する。これも一種の構造要因決定論的解釈といえる
が、非常に長期的な観点からの説明である。このためこれら政治経済社会
要因と民主化との因果関係がやや曖昧な感を拭えない。ともかく彼らは権
威主義体制での経済発展こそが中間階層を成長させ、その中間階層の存在
があってこそ民主化が実現したと考えるのである39。 
これに対して進歩主義では中間階層の役割について消極的な見方をして
いる。例えば、進歩派の代表的論者である金東椿は、「韓国民主化の主導
勢力」という論考で、民主化運動における中間階層と労働者の関わりにつ
いて論じている40。結論を先に言えば、中間階層は労働者階級と同様に韓
国の民主化運動においては、集団や組織としてではなく無定形な一個人と
して参加したに過ぎないのであり、けっして民主化運動の主導勢力とみな
すことはできないと主張している。一部、民主化運動で主導的役割を果た
した中間階層出身者がいないわけではないが、彼らは共通して過去に学生
                                                     
38 朴孝鍾「歴史教科書論争を整理する」、『時代精神』第42号、214ページ。 
39 この議論は、権威主義体制の経済開発それ自体が、権威主義体制を熔解させる
とする近代化論者の予定調和的な民主化論と根を同じにしているといえるだろ
う。近代化論者の代表的な論考として、渡辺利夫「韓国――経済発展と権威主義
の熔解」（『アジア研究』第36巻第 3号、1990年 7月）がある。 
40 金東椿「韓国民主化の主導勢力」（『2002年民主化運動記念事業会研究所国際シ
ンポジウム 韓国民主化運動の展開と国際的位相－独裁と抗争、そして民主発展
の動学－』、民主化運動記念事業会、2002年）所収。 
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運動、在野運動の経験者であった。大多数の中間階層は、付随的な参加者
に過ぎず、一貫した民主化志向を持つ政治勢力とみなすことはできないと
指摘する。そして金東椿は、「韓国の民主化運動の先頭に立って最も大き
な役割を果たした集団あるいは勢力は、階級的な基礎を持たない学生、知
識人、学生運動経歴を持った一部の中間層だという点を確認することがで
きる。」と結論している41。 
この学生、知識人など在野の勢力が民主化運動を主導したとしても、こ
れに中間階層が同調しなかったら果たして民主化は成功したであろうか？ 
1987年 6月抗争において、たとえ付随的であれ、彼ら中間階層が非常に多
数、街頭に出て、「独裁打倒」、「護憲撤廃」を叫んだ42。この事態が支配勢
力に与えた影響力は甚大なものであった。支配勢力はこの広範な民衆運動
の様相を帯びた民主化運動を前にして、これを実力で抑えようとすれば、
1980年 5月光州の惨事の再現を覚悟しなければならなかったと言える。そ
の惨事は、ソウルだけでも光州と比べようもない規模になると予想される
が、高揚した民主化運動は、ソウルだけでなく全国主要都市にまで拡大し
ていた。このため、民主化運動抑圧のコストは余りにも膨大になると意識
させた。そういう意味で韓国の民主化実現の決定的局面で中間階層の民主
化運動への同調と参加は、大きな役割を果たしたといえるのではないだろ
うか。中間階層は特定の政治志向を持たない無定形な集団であるが、その
ような集団まで民主化運動に加担したという事実が、むしろ支配勢力に
とってより脅威を与えたと考えられる。 
さてこの無定形な中間階層が、では何故、この時期に民主化運動に同調
                                                     
41 同上、77ページ。 
42 街頭ではもっぱらこの二つのスローガンが叫ばれた。「護憲撤廃」というのは、
1987年 4月13日に全斗煥がこれまでの野党との憲法改正論議を打ち切り、次期大
統領選挙を現行憲法によって間接選挙方式で実施するとした「4・13護憲措置」の
撤廃を要求するスローガンである。従ってそれは「大統領直接選挙制」を要求す
ることと同義であった。 
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したのかについて金東椿は韓国の儒教的政治文化の伝統に言及している
が、興味深い。これはすでに紹介した金ソンスも指摘していたが、金ソン
スはこれに加えて、むしろキリスト教の近代的価値観の浸透に主張の力点
を置いた。これに対して金東椿はより伝統的な政治文化に注目している。
すなわち、民主化勢力と中間階層を結びつけたのは、「利害関係」というよ
りは「道徳的名分」であるとして、それがすでに朝鮮時代に見られた政治
文化の伝統だとして、つぎのように述べる。「知識人支配者／抵抗知識人
（成均館の儒生、在野学者）の動員の政治パターンはすでに朝鮮時代から
存在したが、これは『百姓（現代にあっては、一般国民あるいは市民の意
と捉えられる－訳者）』の完全な排除と脱政治化という条件の中で可能で
あった。百姓は『例外的な場合』を除いては、自らの不満と政治的な意見
をこれら『抵抗知識人』に委任し、抵抗知識人は自らが参加しなければな
らないというはっきりした使命感と道徳的義務感を持っていた。それはま
さに『学んだ人間の責務』を感じた伝統的な政治意識に由来したものだと
見ることができる。」43 
これと関連して、藤原帰一の議論も興味深い。藤原は、1980年代の東ア
ジアの民主化の波をこう説明する。すなわち民主化の担い手が、労働者の
ように組織された集団ではなく、組織されていない消費者としての民衆で
あること、それだけに無限の広がりをもっている。そして彼らが求めたの
は、利益の追求ではなく、モラルの回復であった44。「利益の追求」では
なく「モラルの回復」は、金東椿の言う「利害関係」でなく「道徳的名分」
と符合する。金東椿は、韓国の政治文化にそうした伝統があったことを主
張し、藤原はそれが1980年代民主化の波の時代的特徴として現れてきたこ
                                                     
43 同上、76ページ。しかし、金東椿は、こうした前近代的な政治文化を基盤にし
ていることが、韓国において階級基盤に基づく政党政治がなかなか発展しない原
因として、これを否定的に受け止めているようだ。 
44 藤原帰一「工業化と政治変動：国家・資本・社会」（坂本義和編『世界政治の構
造変動 3発展』岩波書店、1994年）参照。 
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とを指摘する。1987年、韓国の民主化においては、「道徳的名分」を重視
する伝統的政治文化に、「モラルの回復」という1980年代民主化の潮流が
重なり、これがまさに相乗効果を発揮したものと考えられる。 
「道徳的名分」、「モラルの回復」という論点は、韓国の民主化運動高揚
の契機として重要なポイントになっている。すでに本文で紹介したが、1987
年 1月に起こったソウル大生朴鐘哲くん拷問致死事件、5月にその隠蔽工作
の発覚したことが、1987年 6月民主化抗争において、民主化運動勢力だけ
でなく、一般国民の権威主義政権に対する義憤を呼び起こし、中間階層の
民主化勢力への同調と参加を促進することになったのである45。 
 
おわりに 
孫浩哲の論考を取っ掛かりにして考察してきた1987年韓国の民主化実現
の条件について、ここでまとめておきたい。ここでは民主化実現の結果か
ら各事象を規定した要因をさかのぼって、少々、羅列的になるが記述して
いく。これは通常とは逆の叙述になるが、より先に記述する部分が、民主
化実現そのものにより直結した要因だということができるだろう。 
①権威主義政権が民主化運動の実力阻止を困難と考え、民主化勢力の要
求を全面的に受け容れた。その意味で韓国の民主化は、民主化運動の結果
であり、民主化勢力の勝利であったと評価できる。しかし、権威主義政権
がこうした決断をするには、政権延命の可能性についての読みがあった。
それは金大中の政治活動解禁によって民主化陣営の分裂を期待したからで
ある。しかし、それはあくまで可能性であって、決断そのものは、権威主
                                                     
45 1987年 6月民主抗争の展開過程については、ユウ・シチュン、前掲書『 6月民
主化抗争』を参照されたい。なお1960年の 4・19学生革命においても馬山におけ
る 3・15不正選挙デモで中学生金朱烈が殺害され、約 1ヶ月後、死体が発見された
という事件もその後の学生による民主化運動を高揚させる重要な要因となった。
4・19学生革命については、金ジョンナム『 4・19革命』（民主化運動記念事業会、
2004年）を参照されたい。 
倉持 韓国の1987年における民主化の条件についての考察 
147 
義政権の民主化勢力に対する譲歩であり、降伏であったと言ってよいであ
ろう。 
②権威主義政権の降伏をもたらしたのは、権威主義政権に対する非妥協
的な民主化運動の高揚であった。民主化運動は学生や知識人などが主導す
るものであった。彼らは権威主義政権の過酷な弾圧に抗して、献身的に運
動を持続した。そこにはエリートの責務といった使命感が働いていたが、
それは儒教的な政治文化に根ざすものでもあった。また1980年光州の敗北
に対する罪責感が作用したとも言える。こうした確信的な運動家を思想的
に支えたのが、1970年代以降、社会的責任に覚醒したキリスト教であり、
また1980年代以降、影響力を増したマルクス主義であった。こうして1980
年代に学生運動、在野運動（青年、地域）などの組織化が進展した。それ
を基盤として1987年 6月、各組織の運動の最終目的の違いを超えて、大統
領直接選挙実現で一致した大連合組織として民主憲法争取国民運動本部が
組織され、これが最終局面の運動を主導した。ここに中間階層を中心とし
た一般市民が大挙呼応し、街頭デモに参加した。多数の一般市民が参加し
たデモが日々巨大化していく事態に直面して権威主義政権は民主化運動の
実力阻止を諦めたのである。 
③学生や知識人の非妥協的な民主化運動、中間階層の民主化運動への呼
応の背景には、権威主義政権が権威主義体制を正当化してきた論理に対す
る懐疑が1980年代に拡大していたことがある。すなわち権威主義体制正当
化の最大の理由である「北の脅威」に対して、韓国の着実な経済発展、韓
国の国際社会での地位向上を自覚しはじめ、権威主義的統制の必要性に疑
問を持つようになっていた。一方、「北の脅威」から守ってくれるはずの
米国に対しては光州事件に対する武力鎮圧を容認したことから不信感が蔓
延し、これが学生の過激な反米運動に対しても一定の共感を生むように
なっていた。 こうした冷戦認識の相対化が進む中で87年1月に朴鐘哲拷問
致死事件が起こった。もともと光州事件を経て政権を掌握した全斗煥政権
の道徳性、正統性に疑義を感じていた国民は、権威主義政権の非道徳性に
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対して怒りを爆発させた。これが広範囲な市民の民主化運動への参加に結
びついた。 
④上述の変化は、韓国社会の構造的な変化が背後にあった。すでに1960
年代にはじまる工業化による経済発展は、固定的・保守的な農村社会から
流動的・革新的な都市社会への変化をもたらした。都市には大量の労働者
と中間階層が蓄積された。彼らは教育の普及に伴って近代的な知識を吸収
し、より主体的な思考能力を身につけた。その結果、学生や知識人はもち
ろんであるが、労働者や中間階層も権威主義政権に唯々諾々と従うのでは
なく、批判的な見方も可能としたのである。 
 ⑤このほかに、1987年に韓国の民主化を助ける以下のような要因があっ
た。第一に、米国が権威主義政権の武力弾圧を抑止したということである。
これは米国の「民主化プロジェクト」の一環でもあるが、1980年代に韓国
社会に蔓延した反米感情をこれ以上、悪化させられないという強いられた
選択であった。その意味で、これ自体が1980年代の学生運動の成果であっ
たと捉え直すことができる。第二に、韓国が翌年、オリンピック開催を控
えていたことがある。オリンピック開催の決定は、南北正統化競争におけ
る国際的信認面で韓国を決定的な優位に導いた。ある程度、北方外交も進
展していた。民主化運動の武力鎮圧がもし可能であったとしても、それを
実行すれば、これまでの外交の成果は水泡に帰してしまう。権威主義政権
は、武力鎮圧の結果による韓国の国際的評価失墜から受ける損失はあまり
にも大きいと意識せざるを得ず、実力行使を自制したと考えられる。しか
し、これもまた韓国の民主化運動がそれだけ大規模に展開されたからであ
る。第三に、1980年代の「民主化の波」が、韓国の民主化勢力を鼓舞した。
とくに前年、マルコス政権を崩壊させたフィリピンの民主化運動である。
民主化運動が国際的にどう波及するのか、議論の余地はあるが、少なくと
も民主化勢力には大きな精神的支えとなるものであった。 
 以上、韓国民主化実現の条件をより直接的なものから述べてきたが、あ
えて一言で総括すれば、韓国の民主化は、韓国の民主化運動の高揚が決定
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的な力となり、権威主義政権の譲歩、民主政移行を勝ち取ったと言えるだ
ろう。 
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